
◇◇◇ 参考資料 ― 東京新聞 05年 12月 19日付の記事を転載 ◇◇◇ 

      『ブッシュと小泉 ―構造改革の底流（下）』 

       ～～指南書 「米国型」へ改造進む～～ 

 

 「郵政民営化は日本の経済活性化に資する。米国のためにやっているわけ 

でない。私は、米国が郵政民営化の必要性を言うかなり前から民営化の必要 

性を説いていた」 

 

 十月七日、郵政民営化関連法案を審議する衆院特別委員会。首相小泉純一 

郎は「郵政民営化は米国の国益につながっていると心配する人もいる」との 

民主党衆院議員、荒井聰の質問に、色をなして反論した。 

 民営化法案に反対した荒井らが問題視したのは、米政府が毎年、日本に提 

出している「年次改革要望書」に、一九九五年から簡易保険廃止が盛り込ま 

れている点だ。 

 

小泉の改革路線は、米企業の利益を最優先したものではないかと、疑いの目 

を向けたのだ。年次改革要望書の提出は、九三年七月、当時の首相宮沢喜一 

と米大統領ビル・クリントンが、貿易摩擦解消に向けた包括経済協議開始に 

合意したことを受けて始まった。 

 

 日本も米国に、規制改革に関する要望書を毎年提出している。 

 外務省幹部によると、米側の要望は、同省から関係各省庁に伝えられ、米 

側への回答を検討するよう求められるという。 

「担当する日本の役人は、米側のカウンターパートから相当の圧力を受ける 

こともある」 

通商政策に詳しいある自民党議員秘書は、要望書の実情をこう話す。 

 

 大型店の出店を規制する大規模小売店舗法の廃止など、米側の年次改革要 

望書に盛り込まれた内容がこれまでに次々と実現している。要望書が日本の 

構造改革を進める「指南書」となってきたことは否めない。 

 クリントンからジョージ・W・プッシュに大統領が代わり、米国からの外 

圧は「日本に外圧をかける手法は、日米の協力関係を損ねてきた」(元大統 

領補佐官ローレンス・リンゼー)として、表向き影を潜めている。 

 

 しかし、ブッシュ政権下でも、米側が年次要望書を通じて日本に規制緩和 

や競争政策推進を迫る構図は変わっていない。 



今年も、米シアトルで十二月七日、要望書を交わしている。 

 

 さらに、米企業にとって日本政府の規制は市場参入の障壁となってきたが、 

規制を権力の源泉としてきた官僚や「族議員を敵に回す小泉の登場は、 

ブッシュにとって好都合だったに違いない。 

 

 二〇〇一年六月、米メリーランド州キャンプデービッドでのプッシュと小泉 

の初会談。 

ブッシュが「外国からの直接投資の促進が重要だ。経済政策は大胆に取り組 

んでほしい。できることは何でもお手伝いする」と水を向けると、 

小泉は「米国の要望は圧力と考えず、アドバイスと受け止める」と答えた。 

 小さな政府、競争重視、自己責任…。小泉改革のキーワードはほぼ例外な 

く、プッシュが目指す国家像と一致する。ブッシュと小泉の蜜月関係の陰で、 

日本の米国型への国家改造は着々と進んでいる。     ＝敬称略(了) 


